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＜障害福祉サービス事業規模＞

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

H20年度 H29年度

（予算ベース）

⾃⽴⽀援給付 障害児サービス ⾃⽴⽀援医療

特別児童扶養⼿当 地域⽣活⽀援事業

サービス名 増加額 対前年⽐ （参考）
27年度事業費

共同⽣活援助等
（※） 257億円 +18.2% 1,671億円

⽣活介護 228億円 +3.7% 6,419億円

就労継続⽀援
（Ｂ型） 221億円 +8.3% 2,885億円

就労継続⽀援
（Ａ型） 157億円 +25.1% 781億円

居宅介護 94億円 +6.6% 1,513億円

＜⾃⽴⽀援給付の利⽤者数＞

＜事業費の増加（26→27年度）＞

（兆円）

（万⼈）

＜知的障害者（年齢別）＞ ＜精神障害者（年齢別）＞

（万⼈）

（注）国保連データを基に作成。
（※）宿泊型⾃⽴訓練を合算。
（注）「国保連データ」の26年度分と27年度分の⽐較。

（注１）⾃⽴⽀援給付利⽤者は国保連データを基に作成。
（注２）0〜64歳の精神疾患者数は患者調査（厚⽣労働省）を基に作成。

精神疾患を有する0〜64歳の患者数に占める
⾃⽴⽀援給付利⽤者の割合 精神疾患者に対する

⾃⽴⽀援給付利⽤者
の割合は6年で3倍に
増加（万⼈）

【⾃⽴⽀援給付】

【障害児施設給付費等】

事業規模の増加 利⽤者数の増加
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平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

特別⽀援学校卒業者数（左軸）

うち社会福祉施設等⼊所・通所者数（左軸）

うち就職者数（左軸）

卒業者に占める社会福祉施設等⼊所・通所者数の割合（右軸）

特別⽀援学校の卒業者数と進路等の推移
＜卒業者数・進路の推移等＞（万⼈）

卒業後、福祉施設の⼊所・通所者
となる者の数は10年で76％増に
当たる5635⼈増加。卒業⽣に占
める割合も56％から63％に増加

（注）特別⽀援教育資料（⽂部科学省）を基に作成。
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○ 平成18年以降、障害福祉サービスの利⽤者はいずれの障害でも⼤きく増加しており、事業規模は3兆円超に到達。
○ 特に知的障害者や精神障害者の利⽤者が増加。知的障害者については、特別⽀援学校の卒業⽣がサービス利⽤者になる流れ

が強くなっていることなどにより、30歳未満の利⽤者が増加。また、精神障害者については、精神疾患者のうちサービス利⽤
に⾄る者の割合が増加したことなどにより、40代を中⼼に利⽤者数が増加。

○ これは、⽐較的軽度な障害者や⼀般就労を経て利⽤に⾄った者など、利⽤者像が従来より変化していることを⽰唆。
（注） 精神障害者の利用者増については、「精神障害者の地域移行」を進めている影響もあると考えられるが、長期入院者の減は平成20年から平成26年で1.8万人の減に留まる。一
方、精神障害者の自立支援給付の利用者数は平成20年から平成26年までに10万人以上増加しており、一人の地域移行者が複数のサービスを利用し得ることを鑑みても、①長期
入院者の地域移行に加え、②これまで福祉利用がなかった者による利用の影響があると考えられる。なお、自立支援給付の利用において、①と②の者を区分して把握していない。

放課後等
デイサービス 422億円 +41.2% 1,446億円

障害福祉
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障害保健福祉関係予算の状況・課題

（注）障害区分別に平成27年度中の⾃⽴⽀援給付利⽤者（各⽉平均・国保連データ）を
平成27年国勢調査（平成27年10⽉1⽇時点）における各都道府県の⼈⼝で除して算出。

（注１）平成27年10⽉サービス提供分の国保連データ、平成27年国勢調査（平成27年10⽉1⽇時点）を基に作成。
（注２）紙⾯の都合により、共同⽣活援助のうち⽀援区分のない利⽤者の多い外部サービス利⽤型の結果のみ記載。
（注３）共同⽣活援助・外部サービス利⽤型と同・介護包括型を合わせた場合、最⼤4.2倍の差がある。
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＜⾃⽴⽀援給付利⽤者の⼈⼝に占める割合＞

最⼤2.4倍

利⽤率が２倍以上異なる⼤きな地域差 平成28年10⽉における各サービス毎の利⽤者別⽀援区分割合
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○ サービス利⽤の要否判断は市町村に委ねられており、⼈⼝当たりの障害福祉サービスの利⽤率には⼤きな地域差。
○ 当該地域差は、いずれのサービスにおいても⼈⼝当たりの事業所数の地域差と正の相関がある。「利⽤期限がなく」、かつ

「⽀援区分の低い者（区分がない者を含む）の利⽤が多い」サービスにおいては、相関が特に強い。

サービス利⽤額の伸びの要因
総費⽤
伸び率

(24.3→27.3）

利⽤
期限

⽀援区分
平均 収⽀差率

就労継続⽀援Ａ型 165.7% 無し 0.4 9.4%

就労継続⽀援Ｂ型 56.0% 無し 1.3 10.1%

⽣活介護 38.9% 無し 4.8 13.4%

就労移⾏⽀援 35.4% 原則24ヶ
⽉以内 0.6 16.8%

居宅介護 33.8% 無し 3.0 9.4%

（注1）総費⽤伸び率は「国保連データ」の24年3⽉分と27年3⽉分の⽐較。
（注2）⽀援区分平均は、各サービス利⽤者の⽀援区分（27年3⽉）を加重平均したもの（⽀援区

分とは、障害者等の障害の多様な特性等に応じて必要とされる標準的な⽀援の度合を総合
的に⽰す）。

（注3）収⽀差率は、「平成26年障害福祉サービス等経営実態調査」による。
（注4）平成24年４⽉前は旧サービス体系（⽀援費制度等）であった関係上、共同⽣活援助につ

いては、総費⽤伸び率等の正確な算出が困難であるため、記載せず。

＜就労継続⽀援Ａ型＞
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0 0.00002 0.00004 0.00006 0.00008 0.0001

最⼤14.2倍

⽀援区分なし〜2
までの利⽤者割合
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＜就労継続⽀援B型＞
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＜居宅介護＞
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＜共同⽣活援助＞
（外部サービス利⽤型）
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各サービス毎の「利⽤者/⼈⼝（縦軸）」と「事業所数/⼈⼝（横軸）」
※ 内は、都道府県別の「利⽤者/⼈⼝」の最⼤値/同最⼩値

障害福祉



障害保健福祉関係予算の状況・課題

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 障害福祉サービスについては、⼀億総活躍プランの掲げる「希望や能⼒、障害や疾病の特性等に応じて最⼤限活躍で

きる」環境整備等の観点から、利⽤者像やニーズの変化を的確に捉え、具体的な活躍の在り⽅やその実現に向けた各
サービスの位置づけ・成果を明らかにし、具体的な⽀援の在り⽅を改善していく必要がある。

○ また、地域間格差の是正による公平なサービス供給の実現のため、市町村において、個々の障害者の状態像をよく踏
まえた上でのサービス利⽤の必要性の判断や適正な利⽤量の⾒極めが、より主体的に⾏われるような取組を検討・導⼊
すべきである。なお、そうした取り組みは、障害者のニーズに合ったサービス供給を促進することなどにより、サービ
スの質の向上にもつながることに留意し、着実に進めるべきである。

４．「介護離職ゼロ」に向けた取組の⽅向
（３）障害者、難病患者、がん患者等の活躍⽀援

⼀億総活躍社会を実現するためには、障害者、難病患者、がん患者
等が、希望や能⼒、障害や疾病の特性等に応じて最⼤限活躍できる環
境を整備することが必要である。このため、就職⽀援及び職場定着⽀
援、治療と職業⽣活の両⽴⽀援、障害者の⾝体⾯・精神⾯にもプラス
の効果がある農福連携の推進、ICT の活⽤、就労のための⽀援、慢性
疼痛対策等に取り組むとともに、グループホームや就労⽀援事業等を
推進する。

1. 「福祉から⼀般就労へ」の促進
平成18（2006）年に障害福祉サービスが再編された際の⾻⼦の⼀つは、本来、⼀般就労

する⼒があるにも関わらず、福祉施設を利⽤し続けている⽅々に適切な就労移⾏⽀援を提供
し、なるべく多くの⽅が⼀般企業で就職できるようにすることでした。これはノーマライ
ゼーション理念に沿ったものであり、共⽣社会の⼀つの柱です。しかし、現⾏制度が運⽤さ
れてきた中で、懸念される状況が明らかになってきました。

まず、本⼈のニーズに基づいたサービス提供がなされていない状況です。就労系事業で、
短時間の利⽤を勧められる場合や、⼀般就労の可能性があり本⼈も希望しているにもかかわ
らず、⼀般就労に向けた⽀援を⾏わない場合、本⼈のアセスメントさえしていない場合があ
ります。当初の⽬的を再確認し、「福祉から⼀般就労へ」を⾻⼦に据え、当事者のニーズに
基づいた就労移⾏⽀援を適切に⾏える制度設計をお願いいたします。

もう⼀つは、就労継続⽀援事業A型（以下、A型と呼ぶ。）を安易に選択してしまうという
状況です。A型は急激に増加していますが、⼀般就労できるにもかかわらず、A型を利⽤し続
ける利⽤者が増えることになりかねません。この点については、実際に障害者雇⽤を実現し
ている企業からも懸念の声が聞かれています。（後略）

⾃⽴⽀援給付の⽀給決定プロセス

「障害福祉サービスから⼀般就労への移⾏をより⼀層促進するための意⾒書」（抄）
（ 障害福祉サービスの在り⽅等に関する論点整理のためのワーキンググループ（第５回、平成27年2⽉4⽇）において、全国就労移⾏⽀援事業

所連絡協議会副会⻑ 酒井⽒提出資料 ）

「ニッポン⼀億総活躍プラン」（平成28年６⽉2⽇閣議決定）（抄）

決定主体は市町村
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○ サービス供給が増加する中、就労移⾏⽀援による⼀般就労の増加等が⾒られる⼀⽅、利⽤者のニーズに基づかないサービスや質の
低いサービスの供給が指摘されている。例えば、①「⼀般就労の可能性があり本⼈も希望しているにもかかわらず、⼀般就労に向
けた⽀援を⾏わない」場合や、「就労継続⽀援事業A型を安易に選択してしまう」状況や、②就労継続⽀援Ａ型や放課後等デイサー
ビスの質の低下が指摘されている。なお、これらについては、厚⽣労働省において改善に向けた取組を開始。

○ こうした状況は、「ニッポン⼀億総活躍プラン」が掲げる障害者の「希望や能⼒、障害や疾病の特性等に応じて最⼤限活躍でき
る」環境整備等を推進する上で⼤きな課題。

障害福祉



生活保護

○ ⽣活保護の⽣活扶助基準は、⼀般低所得世帯の消費実態との均衡が適切に図られているか否かについて、５年に⼀
度、全国消費実態調査等を⽤いて、専⾨的かつ客観的に検証を⾏うこととされており、平成29年において平成24年以
来の検証が⾏われる。

○ また、経済財政計画改⾰⼯程表においては、「次期⽣活扶助基準の検証に合わせ、⾃⽴⽀援の推進等の観点から、⽣
活保護制度全般について、関係審議会等において検討し、検討の結果に基づいて必要な措置を講ずる」とされている。

⽣活保護費負担⾦（事業費ベース）の推移

出所：生活保護費負担金事業実績報告 注：平成27年度までは実績額、28年度は補正後予算額、29年度は当初予算額

被保護⼈員、保護率、被保護世帯数の推移

出所：厚生労働省「被保
護者調査」、平成24年３
月以前の数値は「福祉行
政報告例」

注：平成28年12月データ
は速報値

【改⾰の⽅向性】（案）
〇 平成29年の検証にあたっては、年齢別、世帯⼈数別、級地別の基準額の体系に加え、給付⽔準についてもきめ細かく検証し、

国⺠の理解が得られるような⽣活扶助基準となるよう、その結果を適切に基準に反映すべき。
〇 あわせて、後発医薬品の使⽤促進など医療扶助の適正化や、就労・増収等を通じた⽣活保護からの脱却の促進など、⽣活保護

制度の適正化に取り組むべき。

出所：厚生労働省「被保護者調査」（平成27年度以降は概数）、平成24年３月以前の数値は「福祉行政報告例」

その他の世帯
26.3万世帯

（16％）

傷病・障害者世帯
43.1万世帯

（26％）

母子世帯
9.9万世帯

（6％）

高齢者世帯
83.8万世帯

（51％）

【参考】世帯類型別構成割合（H28.12）
（保護停⽌中の世帯除く）
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少子化対策 （保育の受け皿確保について）

○ 「待機児童解消加速化プラン（25〜29年度末）」に沿って、消費税増収分を財源として保育の受け⽫を拡⼤してき
たが、⼥性の就業率の上昇に伴い、都市部を中⼼に待機児童の解消が⾮常に厳しい状況にあることから、各⾃治体に
おける状況も踏まえ、本年６⽉までに、新たなプランを策定することとされている。

○ 消費税増収分とは別途安定的な財源を確保しつつ、引き続き保育の受け⽫を確保していく必要がある。

2,324,268 2,360,053 2,408,694 2,481,124 
2,628,357 

2,722,942 
2,832,526 2,892,489 

25,556 24,825 22,741 
21,371 

23,167 
23,553 

H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4

保育の受け⽫量と待機児童数の推移

64.0%

72.8%

28.9%

39.9%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

⼥性就業率（25〜44歳）と保育利⽤率（全年齢）の推移

（出所） 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（平成28年４月１日）」、総務省「労働力調査」等

待機
児童数
保育の

受け⽫量

⼥性就業率（25〜44歳）

保育利⽤率（０〜５歳児）

待機児童解消
加速化プラン

※
※

※ 待機児童解消加速化プランにおける見込み値

都道府県別待機児童数（28年４⽉１⽇現在）

12,964  13,820  14,786 

17,411 
19,630 

22,006 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

保育費⽤総額の推移（公費＋利⽤者負担）

東京都 8466 茨城県 382 三重県 101 和歌⼭県 10
沖縄県 2536 ⼤分県 370 北海道 94 群⾺県 5
千葉県 1460 滋賀県 339 ⻑崎県 70 ⻘森県 0
⼤阪府 1434 ⾹川県 324 ⼭⼝県 65 ⼭形県 0
兵庫県 1050 ⿅児島県 295 京都府 64 新潟県 0
埼⽟県 1026 奈良県 260 宮崎県 64 富⼭県 0
福岡県 948 熊本県 233 徳島県 60 ⽯川県 0
岡⼭県 875 愛知県 202 ⾼知県 42 福井県 0
宮城県 638 岩⼿県 194 島根県 38 ⼭梨県 0
神奈川県 497 広島県 161 秋⽥県 33 ⻑野県 0
福島県 462 栃⽊県 155 岐⾩県 23 ⿃取県 0
静岡県 449 愛媛県 110 佐賀県 18 計 23553

待機児童解消
加速化プラン
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（億円） ※ 各年度の当初予算ベース

５年間で＋48万⼈
(企業主導型保育と合わせ＋53万⼈)

少⼦化対策



企業主導型保育事業について

○ 保育の受け⽫整備の拡充に向けて、事業主拠出⾦を引き上げ、企業主導型保育事業を創設（平成28年度〜）。これ
により、既に２万⼈程度の受け⽫を確保（29年度末までに５万⼈の受け⽫を確保予定）。

○ 団塊の世代が順次引退し、労働需給が逼迫する中、⼥性の就業促進に⼤きく貢献。引き続き、企業主導型保育事業
の積極的な活⽤を図り、待機児童の解消や⼥性の就業率の向上等を図るべき。

【企業主導型保育事業の財源】

・企業が負担する拠出⾦率※の上限を＋0.1％引上げ
（0.15％→0.25％ （28年度：0.2％、29年度：0.23％））

※ 厚生年金保険の被保険者を使用する事業主が負担。既存の事業主拠
出金は引き続き児童手当等の財源に充当。

（参考）雇⽤保険料率引下げ（28年度）

【企業主導型保育事業の特徴】

① 設置に市区町村の関与なし
② 利⽤は直接契約
③ 地域枠設定も可能（利⽤定員の50％以内）
④ 複数企業の共同利⽤も可能
⑤ ⼦ども・⼦育て⽀援新制度の⼩規模保育事業等に準じた

⽀援を実施

企業主導型保育事業の活用例

・失業等給付
被⽤者分 ▲0.1％

（0.5％→0.4％）

使⽤者分 ▲0.1％
（0.5％→0.4％）

・雇⽤保険⼆事業 使⽤者分のみ ▲0.05％
（0.35％→0.30％） ○事例３：⼤学構内に設置／地⽅都市

・⼤学の教職員が出産後も仕事を継続できるよう、既存の
建物を改装して設置

・全て従業員枠
・将来的には、学⽣の実習の場所としての利⽤も計画

○事例１：企業内に設置／東京23区内
・企業向けソフトウェアの開発等を⾏う企業が事業所内に

設置
・全て従業員枠

○事例２：駅前設置／東京23区内外
・結婚相談所の運営会社が東京23区内外の地下鉄・私鉄等

の駅前に３箇所設置
・提携企業枠に加えて地域枠も設定

○事例４：ショッピングセンター内に設置／全国
・⼤⼿⼩売りが⾃社のショッピングセンター内に設置
・店舗内出店企業の従業員枠に加えて地域枠も設定

40

※ 29年度に別途失業等給付に係る保険料率を引下げ
被用者分：▲0.1％（0.4％→0.3％）、使用者分：▲0.1％（0.4％→0.3％）

少⼦化対策



企業主導型保育と事業所内保育の比較

⼦ども・⼦育て⽀援新制度の事業所内保育事業（認可）
企業主導型保育事業

定員20⼈以上 定員19⼈以下
（⼩規模保育事業と同様）

従業員枠
地域枠 利⽤定員に応じて⼀定の地域枠を設定する必要 地域枠の設定は任意

（利⽤定員の50％以内）

市町村
との関係 ○設置・利⽤に市町村の関与あり（地域枠に対する市町村による利⽤調整等） ○設置・利⽤に市町村の関与なし（利

⽤者は保育所と直接契約）

財政⽀援 ○運営費：保育の実施に通常要する費⽤を公費で負担
○施設整備費：施設整備、改修等に対して補助

○運営費、施設整備費ともに認可保育
所並みの⽀援

職
員

職員数

０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１
４・５歳児 ３０：１
最低２⼈配置

保育所（定員20⼈以上）の
配置基準＋１名以上
最低２⼈配置

保育所（定員20⼈以上）の
配置基準＋１名以上
最低２⼈配置

資格 保育⼠ 保育従事者
（1/2以上は保育⼠）

保育従事者
（1/2以上は保育⼠）

設備基準等

○各年齢ごとに、１⼈当たり⼀定の⾯
積を確保する必要
（例）０・１歳児

乳児室 1.65㎡／⼈
⼜は

ほふく室 3.3㎡／⼈ 等

○各年齢ごとに、１⼈当たり⼀定の⾯積
を確保する必要

（例）０・１歳児
乳児室 3.3㎡／⼈

⼜は
ほふく室 3.3㎡／⼈ 等

原則、事業所内保育所と同様

施設数 323（平成28年４⽉１⽇現在） 900程度（平成29年３⽉31⽇現在）41
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38.0%

31.7%

20.1%

17.3%

33.7%

27.8%

55.7%

43.4%

59.9%

49.4%

26年度

29年度

26年度

29年度

26年度

29年度

26年度

29年度

26年度

29年度

3.1

3.2

3.5

3.6

3.4

3.6

2.8

3.0

2.6

2.7

5.0

6.8

13.8

17.0

6.8

9.3

2.2

4.0

1.7

2.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

26年度

29年度

26年度

29年度

26年度

29年度

26年度

29年度

26年度

29年度

コストに見合った保育料の設定について

○ 平成27年４⽉からの「⼦ども・⼦育て⽀援新制度」の実施以降、保育の受け⽫量の拡充に加えて、職員配置の改善
といった「質の向上」に取り組んでおり、これに伴い、児童１⼈当たりの保育コストは増加しているが、国が定める
保育の利⽤者負担（保育料）の上限額は近年引き上げられていないため、利⽤者負担割合は減少している。

○ 保育⼠の配置基準（＝保育コスト）は、０歳児＞１・２歳児＞３歳児＞４歳児以上、の順に⼿厚くなっているが、
保育料は、０〜２歳／３歳〜、の２区分しか設けられていない。
→ 保育コストと、サービス利⽤の対価としての保育料の関係をどのように考えるべきか。

０歳児 ３：１

１・２
歳児 ６：１

３歳児 20：１

４歳児〜 30：１

年齢別の保育コストに占める１⼈当たり利⽤者負担額と公費負担額※

（26→29年度）

年齢別の保育コストに占める利⽤者負担割合
（26→29年度）

保育⼠の配置基準

※ 金額や利用者負担割合はいずれも各年度の
当初予算ベースのもの。

利⽤者負担額 公費負担額

8.0万円

10.0万円

17.2万円

20.6万円

10.2万円

12.8万円

5.0万円

7.0万円

4.3万円

5.4万円

（万円）

※ 15：１で実施の場合加算あり。

※

※運営費（公定価格）の予算額に基づく
ものであり、施設整備費等は含まない

全
年
齢
平
均

42
※ 利用者負担額は平均値。実際の利用者負担額は、０～２歳／３歳～の区分ご

と、かつ、所得階層ごとに基準額が設定されている。なお、利用者負担額を独自
に減免している自治体もある。

少⼦化対策



幼稚園における待機児童の受入れの推進について

○ ⼦ども・⼦育て⽀援新制度の施⾏（27年度〜）に伴い、幼稚園の⼀部は認定こども園等に移⾏しているため、幼稚園
就園者数は減少しつつあるが、依然として３〜５歳児の４割強を受け⼊れている。（図①）。

○ 教育時間の前後⼜は⻑期休業期間等において預かり保育を実施する幼稚園は８割強まで増加しているが（図②）、午
後５時までに預かり保育を終了してしまう幼稚園が３割程度存在し（図③）、また、夏季、冬季及び春季休業⽇にも預
かり保育を実施する幼稚園は６割程度に⽌まっているなど（図④）、幼稚園が育児と就業の両⽴⽀援に貢献する余地は
なお存在すると考えられる。
→ 幼稚園に係る施設型給付や私学助成等を全体として適正化しつつ、その財源を活⽤して、⻑期休業期間等に預かり

保育を実施する幼稚園への⽀援を増加させるなどにより、預かり保育実施のインセンティブを強化してはどうか。

44.6% 47.0%
52.5%

59.7% 60.9%

87.6% 88.8% 89.6%
94.2% 95.0%

70.6% 72.5% 75.4%
81.4% 82.5%

平成18年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成26年度

図②：預かり保育に関する実施状況
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86.7%
78.5%

38.2%

70.1%
61.5%

公立 私立 合計 公立 私立 合計

夏季、冬季又は春季休業日のいずれか

に実施

夏季、冬季及び春季休業日に実施

図④：⻑期休業期間における預かり保育実施状況

公立

私立

合計

（出所） 文部科学省「学校基本調査」、「幼児教育実態調査」、総務省「人口推計」等に基づき財務省作成
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図①：幼稚園就園者数と就園率の推移
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図③：預かり保育の終了時間（⻑期休業期間以外）
【公私⽴計】

幼稚園就園率

（千⼈）

43

少⼦化対策



児童手当 （特例給付） について

○ 児童⼿当の所得制限 （夫婦子２人の場合で年収960万円未満） については、制度の創設（昭和47年）時において、⽗親
が家計を⽀えている世帯（⽚働き）が多かったこと等を踏まえ、世帯全体の所得ではなく、世帯の中で所得が最も多
い者（主たる⽣計者）の所得のみで判定することとされている。

このため、世帯全体として所得が同⼀であっても、「主たる⽣計者」の所得⽔準により、児童⼿当の⽀給対象とな
るかどうかが異なるという不公平が⽣じているとの指摘がある。（参考：保育料は世帯合算の所得で判断。）

○ また、所得制限を超える者に対しては、「当分の間」の措置として、⽉額５千円の「特例給付」が⽀給されている
（支給総額 国費490億円、公費734億円 （29年度予算ベース））。

→ 児童⼿当の所得制限について、「主たる⽣計者」のみの所得で判断するのではなく、保育料と同様、世帯合算で
判断する仕組みに改めてはどうか。あわせて、「当分の間の措置」として⽀給されている特例給付について、法律
上の規定を踏まえつつ、廃⽌を含めた検討を⾏ってはどうか。

→ これらの⾒直しにより確保された財源は、⼦ども・⼦育て⽀援に直結する「量的拡充」に充ててはどうか。

児童⼿当の⽀給例（⼦２⼈（⼩学⽣１⼈、３歳未満１⼈）の例）

収⼊の例 児童⼿当⽀給額

世帯収⼊1,200万円
夫 収入1,000万円

妻 収入 200万円

特例給付10,000円
小学生 5,000円

３歳未満 5,000円

世帯収⼊1,200万円
夫 収入 800万円

妻 収入 400万円

児童⼿当25,000円
小学生 10,000円

３歳未満15,000円

○児童手当法の一部を改正する法律 （平成24年法律第24号） 附則
第二条 政府は、速やかに、子育て支援に係る財政上又は税制上の措置等について、この法律による改正後の児童手当法に規定する児童手当の支給並びに所得税

並びに道府県民税及び市町村民税に係る扶養控除の廃止による影響を踏まえつつ、その在り方を含め検討を行い、その結果に基づき、必要な措置を講ずるものと
する。

２ この法律による改正後の児童手当法附則第二条第一項の給付（注：特例給付）の在り方について、前項の結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。

児童⼿当及び特例給付の概要

概要 対象児童数
（28年２月現在）

○0〜3歳未満 ⼀律15,000円
○3歳〜⼩学校修了まで

・第1⼦、第2⼦:10,000円 （第3⼦以降:15,000円）
○中学⽣ ⼀律10000円

1,587万⼈

○所得制限以上 ⼀律5,000円 （当分の間の特例給付） 137万⼈

44

※

※ 給付対象児童
の92％をカバー

少⼦化対策



制度の目的
○家庭等の生活の安定に寄与する

○次代の社会を担う児童の健やかな成長に資する

支給対象
○中学校修了までの国内に住所を有する児童

(15歳に到達後の最初の年度末まで)
所得制限

(夫婦と児童2人)
○所得限度額（年収ベース）

・960万円未満

手当月額

○0～3歳未満 一律15,000円
○3歳～小学校修了まで

・第1子、第2子:10,000円（第3子以降:15,000円）

○中学生 一律10000円
○所得制限以上 一律5,000円（当分の間の特例給付）

受給資格者
○監護生計要件を満たす父母等

○児童が施設に入所している場合は施設の設置者等

実施主体
○市区町村(法定受託事務)
※公務員は所属庁で実施

支払期月 ○毎年2月、6月及び10月 (各前月までの分を支払)

費用負担

○ 児童手当等の財源については、国、地方(都道府県、市区町村)、事業主拠出金で構成されている。
事業主拠出金の額は、標準報酬月額及び標準賞与額を基準として、拠出金率（2.3/1000）を乗じて得た額。

財源内訳
(29年度予算)

［給付総額］ 2兆1,985億円 （内訳）国負担分 ：１兆2,175億円（１兆2,320億円） うち特例給付 490億円

（2兆2,216億円） 地方負担分 ： 6,087億円（ 6,160億円） うち特例給付 245億円

事業主負担分： 1,832億円（ 1,835億円）
公務員分 ： 1,891億円（ 1,902億円） うち特例給付 26億円

その他
○保育料は手当から直接徴収が可能、学校給食費等は本人の同意により手当から納付することが可能

（いずれも市町村が実施するかを判断）

事業主 7/15 地方
8/45

所属庁
10/10

所属庁
10/10

児童手当

特例給付

国
16/45

0歳～3歳未満

3歳～
中学校修了前

公務員

児童手当

特例給付

被用者

地方
1/3

国
2/3

国 2/3 地方 1/3

非被用者

国 2/3 地方 1/3

地方
1/3

国
2/3

国 2/3 地方 1/3

地方
1/3

国
2/3

児童手当制度の概要

●児童手当法の一部を改正する法律（平成24年法律第24号）附則

（検討）

第２条 政府は、速やかに、子育て支援に係る財政上又は税制上の措置等について、この法律による改正後の児童手当法に規定する児童手当の支給並びに所得税並びに道府県民税及び市町村民税に係る扶
養控除の廃止による影響を踏まえつつ、その在り方を含め検討を行い、その結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。

２ この法律による改正後の児童手当法附則第二条第一項の給付の在り方について、前項の結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。

（所得制限以上）

（所得制限以上）

地方 1/3国 2/3

※（ ）内は28年度予算額
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